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書館 ｡博物館等)､成人教育者養成機関､学校 ｡研究所 ｡企業など多岐にわたる｡予算面では7































































































欧州委員会はソクラテス計画第 2期 (およびグルントゲィ計画)開始の直前に､文書 ｢アク
ティブ｡シティズンシップのための学習しearningforActiveCitizenship｣(CEC(1998))杏
提起している｡そこではアクティブ｡シティズンシップは､｢自己決定的な参加のスキルを獲
得 ｡更新し､社会的な目的 ｡意味に取り組むことを経験するための､認知 ･感情 ｡経験レベル
での､構造化された機会を人々に提供するような､批判的随伴のプロセス｣と定義されている｡
その前提となる現状認識として､｢成人市民の多くは参叫と関与の機会へのアクセスや､情報 ｡








ら引き出される ｢ソーシャル ｡キャピタル｣の一つとして把握される｡ そしてそれは､① ｢政
治生活｣､② ｢市民活動｣(抗議 ｡組合 ｡環境などの運動)､③ ｢コミュニティ｣(互助組織 ｡宗
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と明記されている｡ しかしその訳語の揺れ (行動的 ｡能動的等)が示すように､｢シティズン
シップ｣概念との関連性 ｡相違については未だ明確とは言いがたい｡
不破(2002)はハンブルク宣言を受けて､成人教育は ｢民主社会の重要な構成要件である市民の
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